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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第26期
第１四半期
累計期間

第27期
第１四半期
累計期間

第26期

会計期間
自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日

自 平成23年４月１日
至 平成23年６月30日

自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日

売上高 (千円) 485,303 1,095,085 4,151,122

経常利益又は経常損失
（△）

(千円) △183,241 56,752 60,644

四半期(当期)純利益又は
四半期純損失（△）

(千円) △184,843 55,060 53,846

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) － － －

資本金 (千円) 700,328 700,328 700,328

発行済株式総数 (株) 2,978,200 2,978,200 2,978,200

純資産額 (千円) 885,386 1,185,799 1,129,077

総資産額 (千円) 2,877,573 3,418,391 3,679,986

１株当たり四半期(当期)
純利益金額又は四半期純
損失金額（△）

(円) △63.58 18.94 18.52

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) － － －

１株当たり配当額 (円) － － －

自己資本比率 (％) 30.2 34.0 30.1

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため、記載しておりません。

３　第26期第１四半期累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半

期純損失であり、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため、また第26期及び第27期第１四半期累計期間

における潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有する潜在株式が

存在しないため、記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。　
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1)経営成績の分析

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の発生により、大きな打撃を受けており、

復興には長期間を要するものと見られます。加えて、国内における電力供給の制限による経済活動の停滞

も危惧されております。

当社を取り巻く経営環境にはこのような不透明な要素があるものの、国内外における設備投資需要は

着実に回復してきており、特に海外におきましては、中国や韓国を中心としたアジア圏の市場が活況を呈

しております。

これを受け、当社の受注及び引合状況は高水準に推移しております。特に、海外での受注活動につきま

しては、中国（北京）における人員を増加し、増加傾向にある需要に対応しております。また今年４月に

は、世界四大工作機械見本市である中国国際工作機械見本市（CIMT）へ出展し、顧客層の開拓と認知度の

向上を図っております。

生産面においては、お客様へよりスピーディーかつタイムリーに製品を提供すべく、部品調達及び生産

工程における効率化を図っております。

この結果、当第１四半期累計期間において、受注、生産及び販売実績が著しく増加しております。

受注高は、1,908,754千円（前年同期比137.7％増）となりました。うち当社主力機種である立形研削盤

は1,523,861千円（前年同期比133.2％増）、横形研削盤は167,289千円（前年同期比75.9％増）、その他

専用研削盤は217,602千円（前年同期比298.2％増）となりました。また、受注残高は、2,484,797千円（前

年同期比84.8％増）となっております。

生産高は、1,086,519千円（前年同期比124.6％増）となりました。うち立形研削盤は859,021千円（前

年同期比95.3％増）、横形研削盤は30,510千円（前年同期比30.7％減）、その他専用研削盤は196,988千

円（前年同期は該当無し）となりました。

売上高につきましては、昨年度後半の受注状況の改善により、当第１四半期累計期間の実績は

1,095,085千円（前年同期比125.6％増）となりました。うち立形研削盤は893,163千円（前年同期比

108.9％増）、横形研削盤は44,873千円（前年同期比14.7％減）、その他専用研削盤は157,048千円（前年

同期比3,008.8％増）となりました。
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損益につきましては、営業利益70,400千円（前年同期は170,537千円の損失）、経常利益56,752千円

（前年同期は183,241千円の損失）、四半期純利益55,060千円（前年同期は184,843千円の損失）となり

ました。

　

(2) 財政状態の分析

（流動資産）

  当第１四半期会計期間末の流動資産は前事業年度末に比べて241,410千円減少し、2,044,235千円とな

りました。これは主に現金及び預金が52,296千円、売掛金が375,620千円減少したこと、製品が23,345千

円、仕掛品が103,984千円、原材料及び貯蔵品が57,295千円増加したことによるものです。

（固定資産）

  当第１四半期会計期間末の固定資産は前事業年度末に比べて20,184千円減少し、1,374,155千円となり

ました。これは主に有形固定資産が19,606千円減少したことによるものです。

（流動負債）

  当第１四半期会計期間末の流動負債は前事業年度末に比べて304,292千円減少し、1,322,017千円とな

りました。これは主に短期借入金が360,000千円、製品保証引当金が15,736千円減少したことと、買掛金が

103,659千円増加したことによるものです。

（固定負債）

  当第１四半期会計期間末の固定負債は前事業年度末に比べて14,024千円減少し、910,574千円となりま

した。これは主にリース債務が12,773千円減少したことによるものです。

（純資産）

  当第１四半期会計期間末の純資産は前事業年度末に比べて56,722千円増加し、1,185,799千円となりま

した。これは利益剰余金が55,060千円、新株予約権が1,661千円増加したことによるものです。

　
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題　

当第１四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。

　
(4) 研究開発活動

当第１四半期累計期間の研究開発費の総額は33,758千円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 9,000,000

計 9,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,978,200 2,978,200
大阪証券取引所
JASDAQ

（スタンダード）
（注）１、２、３

計 2,978,200 2,978,200― ―

（注）１　普通株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない、当社として標準となる株式であります。

２　単元株式数は100株であります。

３　提出日現在の発行数には、平成23年８月１日から本四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　

該当事項はありません。

　
(4) 【ライツプランの内容】

　

該当事項はありません。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年６月30日 ─ 2,978,200 ─ 700,328 ─ 637,828

（注）平成23年６月16日開催の第26期定時株主総会において、資本準備金及び利益準備金の減少並びに剰余金の処分に

ついて承認されており、平成23年８月１日付で効力が生じております。この結果、資本準備金637,828,200円のう

ち250,000,000円を減少させております。なお、詳細につきましては、「第４　経理の状況、１　四半期財務諸表、注

記事項、重要な後発事象」に記載しております。
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成23年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成23年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 　　70,700
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　2,907,300　 29,073 －

単元未満株式 普通株式　　　　200 － －

発行済株式総数 2,978,200 － －

総株主の議決権 － 29,073 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式76株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成23年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社太陽工機

新潟県長岡市西陵町
221番35

70,700 － 70,700 2.37

計 － 70,700 － 70,700 2.37

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成23年４月１日から

平成23年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)に係る四

半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社を有しておりませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 263,784 211,487

売掛金 1,302,049 926,428

製品 － 23,345

仕掛品 542,630 646,614

原材料及び貯蔵品 159,504 216,799

その他 18,678 20,560

貸倒引当金 △1,000 △1,000

流動資産合計 2,285,646 2,044,235

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 913,602 898,327

土地 356,336 356,336

その他（純額） 83,205 78,874

有形固定資産合計 1,353,144 1,333,538

無形固定資産 23,498 20,743

投資その他の資産 17,696 19,873

固定資産合計 1,394,339 1,374,155

資産合計 3,679,986 3,418,391

負債の部

流動負債

買掛金 135,299 238,959

短期借入金 1,120,000 760,000

未払法人税等 11,903 3,427

製品保証引当金 100,249 84,513

その他 258,858 235,118

流動負債合計 1,626,309 1,322,017

固定負債

リース債務 867,593 854,819

その他 57,006 55,755

固定負債合計 924,599 910,574

負債合計 2,550,908 2,232,592

純資産の部

株主資本

資本金 700,328 700,328

資本剰余金 637,828 637,828

利益剰余金 △171,257 △116,196

自己株式 △59,682 △59,682

株主資本合計 1,107,216 1,162,277

新株予約権 21,860 23,521

純資産合計 1,129,077 1,185,799

負債純資産合計 3,679,986 3,418,391
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(2)【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高 485,303 1,095,085

売上原価 451,874 783,051

売上総利益 33,429 312,034

販売費及び一般管理費 203,966 241,633

営業利益又は営業損失（△） △170,537 70,400

営業外収益

受取利息 83 2

受取手数料 83 393

還付消費税等 3,254 －

作業くず売却益 226 592

その他 718 206

営業外収益合計 4,366 1,194

営業外費用

支払利息 11,147 10,253

売上割引 807 1,040

支払手数料 2,863 567

その他 2,251 2,980

営業外費用合計 17,070 14,842

経常利益又は経常損失（△） △183,241 56,752

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △183,241 56,752

法人税、住民税及び事業税 1,601 1,691

法人税等合計 1,601 1,691

四半期純利益又は四半期純損失（△） △184,843 55,060
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【継続企業の前提に関する事項】

　該当事項はありません。

　
【追加情報】

当第１四半期累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

　当第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更

及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適

用しております。

　
【注記事項】

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

　

　
前第１四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

減価償却費 28,392千円 25,777千円

　
(株主資本等関係)

前第１四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

　
２．基準日が当第１四半期会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

　
３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

　
当第１四半期累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

　
２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

　
３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(持分法損益等)

該当事項はありません。

　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

当社は、研削盤の製造及び販売を事業内容とする単一セグメントであり、開示対象となるセグメントは

ありませんので、セグメント情報は記載しておりません。　

　

当第１四半期累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

当社は、研削盤の製造及び販売を事業内容とする単一セグメントであり、開示対象となるセグメントは

ありませんので、記載を省略しております。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は以下のとおりであ

ります。

　

項目
前第１四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損
失金額（△）

△63.58円 18.94円

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益又は四半期純損失（△）(千円) △184,843 55,060

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失（△）
(千円)

△184,843 55,060

普通株式の期中平均株式数(株) 2,907,424 2,907,424

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
事業年度末から重要な変動があったものの概要

――― ―――

（注）前第１四半期累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損

失であり、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため、また当第１四半期累計期間における潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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(重要な後発事象)

平成23年６月16日開催の第26期定時株主総会において、下記の通り資本準備金及び利益準備金の減少

並びに剰余金の処分について承認されており、平成23年８月１日付で効力が生じております。

なお、本件は「純資産の部」の勘定内の組み替えであり、純資産合計に変動はなく、損益及び純資産に

与える影響はありません。

１．資本準備金及び利益準備金の減少並びに剰余金の処分の目的

繰越利益剰余金の欠損を填補するとともに、今後の資本政策の柔軟性と機動性を確保するためであ

ります。

　
２．準備金の額の減少に関する事項

会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金及び利益準備金の額の減少を行おうとするもので

あります。資本準備金の一部及び利益準備金の全額を減少させ、それぞれその他資本剰余金及び繰越利

益剰余金に振り替えるものであります。

（1） 減少する資本準備金及び利益準備金の額

　　資本準備金 　　　637,828,200円のうち250,000,000円

　　利益準備金 　　　 10,000,000円

（2） 増加するその他資本剰余金及び繰越利益剰余金の額

　　その他資本剰余金 250,000,000円

　　繰越利益剰余金 　 10,000,000円

　
３． 剰余金の処分の要領

上記の利益準備金の繰越利益剰余金への振り替えの結果、繰越利益剰余金は181,257,660円の欠損と

なりますので、上記振り替え後のその他資本剰余金の一部及び別途積立金の全額を減少させ、繰越利益

剰余金に振り替えることにより、欠損を填補するものであります。

（1）減少する剰余金の額

　　その他資本剰余金　171,257,660円

　　別途積立金　　　　 10,000,000円

（2）増加する剰余金の額

　　繰越利益剰余金    181,257,660円

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。

　

 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年８月10日

株式会社太陽工機

取締役会  御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    　小川　佳男　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　　遠藤　尚秀　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社太陽工機の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第27期事業年度の第１四半期会計期間（平成
23年４月１日から平成23年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30
日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　
四半期財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半
期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期
財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に
対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当
と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社太陽工機の平成23年６月30日現在の財政状態
及び同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ
ての重要な点において認められなかった。

　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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